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１ 下水道使用料について
下水道使用料は、下水処理施設で汚水を処理する費用や施設
の維持管理費に充てられており、流した汚水の量(排水量)に応
じて算定される。

使用料体系は、水道料金と同様、基本使用料と従量使用料か
ら構成されており、下水道管に排水していない水道使用者につ
いては、使用料は発生しない。

【使用料が発生しない例】
合併浄化槽、汲取り槽等を利用されている水道使用者
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下水道使用料の算定方法

２

（参考）
※１か月間で２０㎥使用することを想定
基本使用料 １，１００円 ＋ 従量使用料 ２，４２０円 ＝ ３，５２０円



２ 下水道使用料の現状
下水道における経営
下水道における経営は、利用者からの使用料及び一般会計繰出金
（税金）を財源に、汚水をきれいな水に戻して自然に返す「汚水
処理」と、雨水を集めて河川等へ流し浸水防除を目的とする「雨
水処理」を行っており、地方公営企業法に基づき適正な経費負担
区分を前提とした『独立採算性の原則』が定められている。

「適正な経費負担区分」とは ⇒ 雨水公費・汚水私費の原則
汚水の処理にかかる経費・・・汚水は下水道使用者に限定し生じることから、利用者から

いただく使用料が財源。

雨水の排除にかかる経費・・・雨水は全ての人に関係する雨という自然現象であることか
ら、一般会計繰出金が財源。
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 独立採算の原則 



経営状況を判断する指標
①汚水処理原価
汚水処理経費総額を年間の有収水量で除した値。汚水１㎥を処

理する経費を示す。この値が低いほど、効率的に汚水処理を行っ
ていることとなる。

②使用料単価
使用料収入を年間有収水量で除した値。１㎥あたりの下水道使

用料の水準を示す。①の値に近いほど、汚水処理に関する費用が
使用料で賄われていることとなる。
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公共下水道 深谷市経営指標の推移 使用料改定による変動 【各年度下水道事業年報より】

回収率 汚水処理原価 使用料単価

使用料改定（第１段階）
Ｈ２７.１２月以後算定分から

使用料改定（第２段階）
Ｈ３０.６月以後算定分から

使用料改定（第３段階）
R２.１２月以後算定分から

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
汚水処理
原価(円) ２１６.５４ ２２２.８５ ２１１.９６ ２０５.９１ ２１３.３９ ２０２.６２ ２０３.６１ １９６.６ ２０２.６ ２００.２４ １９３.６９

使用料
単価(円) ９１.５９ ９１.６４ １０６.９５ １３６.６３ １３７.４６ １５７.３ １６１.５５ １６７.４１ １８２.７９ １８３.６８ １８４.４１

回収率
（％） ４２ ４１ ５０ ６６ ６４ ７８ ７９ ８５ ９０ ９２ ９５ ５
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農業集落排水 深谷市経営指標の推移 使用料改定による変動 【各年度下水道事業年報より】

回収率 汚水処理原価 使用料単価

農業集落排水事業は、
平成２７年度より公
営企業会計となった
ため、平成２５年
度・平成２６年度の
数値を持ち合わせて
おらず、割愛してい
ます。

人数割制から従量制への移行
R３.４月以降算定分から

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
汚水処理
原価(円) - - ２４５.２３ ２７３.５２ ２５９.３５ ２７２.９７ ２３８.８６ ２５０.９３ ２６０.６３ ３０３.４３ ２９６.２１

使用料
単価(円) - - １１０.０５ １２９.２７ １２８.３５ １３４.２６ １２４.２５ １２７.６７ １４１.３４ １７６.５３ １７７.０２

回収率
（％） - - ４５ ４７ ４９ ４９ ５２ ５１ ５４ ５８ ６０ ６

３体系から市内統一
H27.10月から



下水道は水道と同様、住民生活に必要不可欠なインフラであり、極めて高い
公共性を担っている。その一方で、「独立採算」で経営されていることから企
業としての経済性を求められている。

公共下水道事業においては、平成２７年度から令和２年度にかけて、３段階
にわたり使用料の改定を実施。改定後の令和３年度以降は一般会計からの基準
外の繰出金がなくなり、経営状況は改善し、経費回収率も向上している。
一方、農業集落排水事業は、令和３年度に汚水排水量に応じて使用料を算定

する従量制へ移行し、経費回収率が向上している。

今後においては、「快適と安全を提供する持続可能な下水道を」を基本方針
に掲げ、昨今の物価高騰・老朽化した設備の更新等の状況を考慮し、現在進行
中の、施設の広域化への取組みなど、より一層安定した経営に努めていく。

まとめ
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